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日 曜 県協会・建産連・土木施工管理技士会 建災防・建退共・厚年基金 協同組合・火薬協会・保証会社

1 水

2 木 一級土木実力テスト講習会（３日まで） 斜面の点検者に対する安全教育
（清武） 火薬保安協会全国会議（東京）

3 金 県協会と九州地方整備局との意見交換会 小型車両系建設機械（整地・掘削）
運転特別教育（清武  ４日まで）

4 土

5 日

6 月 宮崎県議会開会（22日まで）

7 火 平成28年度全国建産連通常総会 足場組立て等作業主任者技能講習
（延岡  ８日まで）

8 水

9 木 火薬保安講習会（都城）

10 金 高所作業車運転技能講習（清武  
11日まで）

11 土

12 日

13 月

14 火 型枠支保工組立て等作業主任者技
能講習（清武  15日まで）

15 水 足立としゆき氏を激励する会
青年部連合会平成28年度通常総会

16 木

17 金 第１回技術委員会 不整地運搬車運転技能講習（延岡  
18日まで）

18 土

19 日

20 月

21 火
職長・安全衛生責任者教育（清武  
22日まで）
建退共評議員会（東京）

22 水 今後の入札で必要とされる技術員セミ
ナー（都城）

23 木
県協会常務理事会、県土整備部との意
見交換会
今後の入札で必要とされる技術員セミ
ナー（宮崎）

24 金 車両系建設機械（整地・掘削）運
転技能講習（清武  25日まで）

25 土

26 日

27 月 全建協連事務局長会議

28 火 職長・安全衛生責任者教育（延岡  
29日まで）

29 水

30 木 熱中症予防指導員研修（延岡）
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県協会HP・会員専用サイト
掲載項目案内（５月分）

宮崎県建設業協会員数の推移

会員の異動状況
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年　度 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
年度当初 862 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495
入 会 数 38 82 20 11 24 8 7 8 9 4 11 8 1 4 3 6 8 13 4 13 8 1
退 会 数 1 33 11 22 24 31 28 25 50 32 30 45 150 61 32 21 13 12 16 7 12 1
年 度 末 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 495

※H8 支部として建築協会加入、H19 建築協会脱退（68社脱退）、H28はH28.5.26現在

【ホームページ】
項　　　　　目 所　管 形 式

28.5.13 平成 28 年度の耐震改修優秀建築・貢献者表彰の募集について （ 一 財 ） 日 本
建 築 防 災 協 会 html

28.5.19 平成 28 年度上期（7/4 ～ 6 開催）2 級建設業経理士「受験準備講座」
のご案内 宮 崎 県

建 設 業 協 会 PDF
28.5.23 宮崎県建設業協会役員名簿ほか更新いたしました

【新規加入会員】　
地 区 名 会　社　名 代表者名
延 岡 ㈱ 司 建 設 甲　斐　　　司

28年度【代表者、組織、所在地等】
地 区 名 会　社　名 変更事項 変　更　前 変　更　後

宮 崎
㈱ 小 松 組 代 表 者 川　越　健　三 川　越　義　文
㈱ サ ト ウ 代 表 者 佐　藤　正　純 佐　藤　世　紀
㈲ 濱 建 設 代 表 者 濱　迫　辰　則 濱　迫　　　勉

都 城 ㈲ 赤 塚 建 設 所 在 地 〒889-4505 都城市高崎
町大牟田1310-8

〒889-4505 都城市高崎
町大牟田6316
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宮崎県建設業協会
１．平成28年度県協会表彰式及び第58回通常総会が開催される
　平成 28 年度の表彰式及び第 58 回通常総会は５月 20 日（金）午後１時 30 分から宮崎観光ホテル東館３
階「碧燿」の間において開催された。

表彰式閉会挨拶（竹尾副会長）宮崎県知事祝辞 代表謝辞（青山代表取締役）

　総会に先立ち行われた平成 28 年度表彰式は、来
賓に河野宮崎県知事、国・県幹部、民間等発注機
関の長ら 17 名を迎えて、午後１時 30 分から始まり、
山崎会長がまず始めに受賞者へ敬意と感謝を述べ
られ、「会員企業に於ける技術者の高齢化が進んで
いることを踏まえ、「建設業に従事する若い担い手
の確保と育成が喫緊の課題」と指摘。週休２日制
試行工事等による労働環境の整備や若手技術者育
成のための入札契約制度の見直し、若年労働者確
保のための支援事業など、国や県が進める施策を
歓迎した。若い担い手の確保・育成を図るために
は「事業量の確保や労働環境の改善が必要不可欠
であり、「それが災害対応力の強化にも繋がる」こ
とを強調。各地区協会と連携しながら、建設業の
イメージアップ活動を展開すると共に、「協会とし
て安全施工」と「品質向上」を図り、社会貢献に
努めていきたい」と会員に訴えた。
　続いて、来賓を代表して河野知事からご祝辞を
いただき、河野知事は、「熊本地震に於ける現地や
県内の被害状況などについて言及したのち、甚大
な被害が想定されている南海トラフ巨大地震への
対策として「皆さんと力を合わせて、しっかりと
事業量を確保しながら、安全・安心に向けた取り
組みを進めていきたい」と述べられた。また、当
日欠席であった星原県議会議長からのメッセージ
を披露した。
　引き続き表彰式典に移り、一般社団法人宮崎県

建設業協会長の表彰が執り行われ、役員等表彰４
名、従業員表彰 64 名、会社表彰 17 社に対し表彰
状と記念品が贈呈された。
　また、一般社団法人全国建設業協会長表彰、建
設業福祉共済団理事長表彰の伝達が行われ、個人
11 名、法人 16 社に対して山崎会長から伝達授与さ
れた。
　これらの受賞者を代表して青山建設㈲の青山代
表取締役（全建役員表彰受賞）より「この栄えあ
る受賞を機に、人と自然にやさしい『元気のいい
宮崎』を支える社会基盤の整備に微力ではあるが、
なお一層邁進していく」と謝辞を述べられた。
　なお、平成 28 年度における宮崎県建設業協会長、
全国建設業協会長等の表彰受賞者は別記のとおり
です。誠におめでとうございます。

  （１）平成 28 年度表彰式

山﨑会長挨拶
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宮建協

◎表彰規程第２条第３号該当者
　（団体役員特別功労者表彰） 〔永年建設業団体役員功労者〕

地区名 会　社　名 役  職  名 氏　　　名
日　南 青 山 建 設 有 限 会 社 代表取締役 青 　 山 　 元 　 信

計　　１　　名

◎表彰規程第２条第４号該当者
　（会社役員特別功労者表彰） 〔永年企業経営の功労者〕

地区名 会　社　名 役  職  名 氏　　　名
西　都 株 式 会 社 仁 科 産 業 代表取締役 仁 　 科 　 俊 一 郎
延　岡 三 幸 建 設 株 式 会 社 代表取締役 甲 　 斐 　 武 一 郎

計　　２　　名

◎表彰規程第２条第７号該当者
　（団体職員功労者表彰） 〔永年建設業団体職員功労者〕

地区名 団　体　名 役  職  名 氏　　　名
本　部 一 般 社 団 法 人 宮 崎 県 建 設 業 協 会 主 事 川 　 口 　 美 　 穂

計　　１　　名

◎表彰規程第４条第１号該当社
　（会社表彰） 〔経営の合理化、技術の向上等功績顕著〕

地　区　名 会　社　名
宮　　　崎 有 限 会 社 山 海 興 業

〃 シ オ ハ タ 工 業 有 限 会 社
日　　　南 一 政 建 設 有 限 会 社
都　　　城 株 式 会 社 井 ノ 上 組

〃 株 式 会 社 藤 誠 建 設
高　　　鍋 有 限 会 社 大 岩 建 設

計　　６　　社

◎表彰規程第４条第３号該当社
　（会社表彰） 〔会員相互の倫理の向上等功績顕著〕

地　区　名 会　社　名
串　　　間 株 式 会 社 谷 口 組

〃 松 浦 建 設 株 式 会 社
小　　　林 株 式 会 社 鎌 田 建 設

〃 株 式 会 社 児 玉 組
東　　　諸 株 式 会 社 有 村 建 設

〃 株 式 会 社 盛 産 業
延　　　岡 株 式 会 社 大 喜 建 設

〃 日本ピー・シー・テー建設 株 式 会 社
計　　８　　社

一般社団法人　全国建設業協会会長表彰（敬称略）
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◎表彰規程第４条第４号該当社
　（会社表彰） 〔労務及び福利厚生等功績顕著〕

地　区　名 会　社　名
日　　　向 宗 建 設 株 式 会 社

〃 株 式 会 社 田 村 産 業
計　　２　　社

◎表彰規程第５条該当者
　（従業員表彰） 〔担当業務精励等功績顕著〕

地区名 会　社　名 従 業 員 氏 名
日　南 河 野 建 設 株 式 会 社 末 　 澤 　 輝 　 一
都　城 丸 宮 建 設 株 式 会 社 永 　 野 　 正 　 文
高　鍋 株 式 会 社 河 北 谷 　 口 　 真 　 二
日　向 株 式 会 社 相 生 組 栩 　 川 　 　 　 諭
高千穂 株 式 会 社 工 藤 興 業 甲 　 斐 　 武 　 重

計　　５　　名

◎表彰規程第２条４号該当者
　（高齢功労者表彰）

年齢 70 歳以上会員歴 20 年以上
代表者歴 10 年以上の退任者  　

地区名 会　社　名 役  職  名 氏　　　名
東　諸 旭 道 路 株 式 会 社 取締役会長 井 　 上 　 君 　 男

〃 株 式 会 社 髙 橋 組 取締役会長 髙 　 橋 　 速 　 美
計　　２　　名

◎表彰規程第２条５号該当者
　（職員功労者表彰）

管理職５年以上  　　　
その他の職員 10 年以上

地区名 会　社　名 役  職  名 氏　　　名
日　向 日 向 地 区 建 設 業 協 会 書 記 歌 　 津 　 晴 　 美

〃 〃 〃 前 　 村 　 仁 　 美
計　　２　　名

◎表彰規程第４条第１号該当社
　（会社表彰）

協会協力度等顕著 
会員歴 15 年以上　 

地　区　名 会　社　名
宮　　　崎 株 式 会 社 北 村 建 設

〃 長 嶺 土 木 有 限 会 社
〃 株 式 会 社 ひ む か 開 発

日　　　南 有 限 会 社 増 田 建 設
〃 有 限 会 社 松 元 建 設

串　　　間 有 限 会 社 江 藤 組
〃 有 限 会 社 大 成 建 設
〃 株 式 会 社 津 曲 建 設

都　　　城 株 式 会 社 首 藤 組
〃 株 式 会 社 田 代 組

西　　　都 株 式 会 社 藤 井 建 設
高　　　鍋 有 限 会 社 西 府 組

一般社団法人　宮崎県建設業協会会長表彰（敬称略）
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宮建協

延　　　岡 株 式 会 社 坂 本 組
〃 大 洋 建 設 株 式 会 社
〃 株 式 会 社 富 高 工 務 店
〃 八 作 建 設 株 式 会 社
〃 湯 川 建 設 株 式 会 社

計　　17　　社

◎表彰規程第５条第１号該当者

　（従業員表彰）

同一会社勤務 15 年以上　　　　
年齢 45 歳以上・担当業務精励　
会員歴 15 年以上の会社の従業員

地区名 会　社　名 従 業 員 氏 名
宮　崎 株 式 会 社 岡  﨑  組 黒 　 木 　 誠 　 吾

〃 株 式 会 社 川 上 土 木 金 　 丸 　 利 　 昭
〃 〃 黒 　 木 　 孝 　 雄
〃 旭 洋 建 設 株 式 会 社 東 　 　 　 忠 　 信
〃 株 式 会 社 志  多  組 大 　 仁 　 憲 　 司
〃 〃 津 　 村 　 孝 　 洋
〃 〃 日 　 高 　 重 　 彦
〃 〃 平 　 川 　 幸 　 治
〃 伸 洋 土 木 株 式 会 社 川 　 口 　 大 　 享
〃 株 式 会 社 田 村 産 業 木 　 村 　 国 　 敏
〃 長 嶺 土 木 有 限 会 社 津 　 江 　 靖 　 彦
〃 南 州 建 設 株 式 会 社 二 　 見 　 浩 　 意
〃 松 本 建 設 株 式 会 社 那 　 須 　 佐 和 子
〃 龍 南 建 設 株 式 会 社 森 　 重 　 裕 　 士

日　南 一 政 建 設 有 限 会 社 平 　 木 　 勝 　 美
〃 株 式 会 社 谷 口 重 機 建 設 河 　 野 　 和 　 雄
〃 富 岡 建 設 株 式 会 社 荒 　 武 　 正 　 一
〃 〃 小 　 野 　 広 　 美
〃 〃 川 　 越 　 広 　 海
〃 永 野 建 設 株 式 会 社 蛯 　 原 　 幸 　 則
〃 山 下 建 設 有 限 会 社 山 　 下 　 正 　 子
〃 有 限 会 社 由  良  組 由 　 良 　 和 　 行

串　間 内 田 建 設 株 式 会 社 鍋 　 倉 　 伸 　 一
〃 松 浦 建 設 株 式 会 社 川 　 﨑 　 純 　 一
〃 〃 古 　 澤 　 朱 　 美

都　城 株 式 会 社 井 ノ 上 組 奥 　 野 　 京 　 美
〃 大 淀 開 発 株 式 会 社 瀬 　 口 　 俊 　 一
〃 〃 東 　 條 　 博 　 則
〃 株 式 会 社 首  藤  組 竹 之 下 　 清 　 隆
〃 〃 脇 　 田 　 美 佐 男
〃 株 式 会 社 田  代  組 稲 　 吉 　 勇 　 次
〃 〃 前 　 原 　 年 　 廣
〃 都 北 産 業 株 式 会 社 川 　 路 　 純 　 一
〃 は や ま 建 設 株 式 会 社 中 　 尾 　 紀 　 子
〃 丸 宮 建 設 株 式 会 社 瀬 　 戸 　 正 　 和
〃 〃 津 　 曲 　 浩 　 和
〃 〃 福 　 留 　 浩 　 秋
〃 株 式 会 社 餅 井 建 設 樋 　 渡 　 正 　 文
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都　城 𠮷 原 建 設 株 式 会 社 安 　 藤 　 勇 一 郎
〃 〃 市 　 場 　 浩 　 一
〃 〃 小 　 川 　 次 　 雄
〃 〃 中 　 西 　 義 　 人

小　林 株 式 会 社 鎌 田 建 築 濱 　 崎 　 健 　 二
〃 株 式 会 社 児  玉  組 橋 　 口 　 正 一 郎
〃 株 式 会 社 坂  下  組 安 　 藤 　 弘 　 一
〃 株 式 会 社 山  本  組 中 　 尾 　 建 　 治
〃 株 式 会 社 吉 行 産 業 中 屋 敷 　 義 　 広

東　諸 株 式 会 社 金 子 建 設 金 　 子 　 正 　 和
〃 株 式 会 社 長  友  組 落 　 合 　 良 　 明

日　向 株 式 会 社 相  生  組 那 　 須 　 恵 　 子
〃 〃 那 　 須 　 由 　 行
〃 株 式 会 社 長 由 開 発 伊 　 勢 　 広 　 明
〃 株 式 会 社 長 谷 川 組 村 　 岡 　 直 　 樹

延　岡 株 式 会 社 綾  建  設 矢 　 野 　 義 　 明
〃 上 田 工 業 株 式 会 社 川 　 﨑 　 　 　 誠
〃 株 式 会 社 甲  斐  組 甲 　 斐 　 真 一 郎
〃 日 新 興 業 株 式 会 社 申 　 田 　 善 　 聡
〃 株 式 会 社 山 崎 産 業 石 　 田 　 浩 　 一
〃 湯 川 建 設 株 式 会 社 田 　 中 　 輝 　 彦

高千穂 木 田 建 設 株 式 会 社 甲 　 斐 　 秀 　 美
〃 株 式 会 社 工 藤 興 業 飯 　 干 　 君 　 利
〃 〃 佐 　 藤 　 千 　 秋
〃 黒 木 建 設 有 限 会 社 馬 　 崎 　 裕 　 一
〃 株 式 会 社 興 梠 建 設 田 　 崎 　 　 　 哲

計　　64　　名

◎表彰規程第４条第２号
　（共済功労者表彰） 〔加入促進、事業運営功労〕

地区名 団　体　名 役職名 氏　　　名

本　部 一 般 社 団 法 人 宮 崎 県 建 設 業 協 会 会 長 山 　 﨑 　 　 　 司

〃 〃 常 務 理 事
兼事務局長 樫 　 村 　 晃 　 弘

計　　２　　名

公益財団法人　建設業福祉共済団理事長表彰（敬称略）

表　彰　式　②表　彰　式　①
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　表彰式に引き続いて行われた第 58 回通常総会は、会員総数 494 名に対し、委任状を含む 443 名の会員が
出席（会成立）し、次の３議案について審議が諮られた。

第１号議案　平成 27 年度事業報告書、収支決算書について
　報告事項　平成 28 年度事業計画並びに収支予算について
第２号議案　任期満了に伴う理事・監事の選任（案）について
第３号議案　決議（案）について

以上、３議案についていずれも原案通り承認可決された。

  （２）第 58 回通常総会

第58回通常総会決議提案（河野副会長）山﨑会長通常総会挨拶
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平成28･29年度  一般社団法人宮崎県建設業協会役員名簿
◉印は　県会長　　　◎印は　県副会長
○印は　常務理事　　●印は　専務理事

平成 28 年 5 月 20 日
役員種別 地　区 氏　　名 商号又は名称 役員種別 地　区 氏　　名 商号又は名称

理　事 宮　崎 ○ 後　藤　啓　嗣 ㈱伸東建設 理　事 西　都 ○ 河　野　孝　文 河野建設㈱

〃 〃 田　村　   　 努 ㈱田村産業 〃 〃 池　田　　　博 ㈱伊達組

〃 〃 本　部　喜　好 ㈱川正建設 〃 〃 川　﨑　耕　美 ㈲川﨑開発

〃 〃 西　條　隆　雄 ㈱西條組 〃 高　鍋 ◎ 河　野　宏　介 ㈱河北

〃 〃 井　上　和　俊 森都工業㈱ 〃 〃 津　房　正　寛 ㈱津房産業

〃 〃 児　玉　清　和 旭洋建設㈱ 〃 〃 井　尻　雄　樹 川南工業㈱

〃 〃 坂　口　睦　男 ㈱坂口組 〃 日　向 ◎ 甲　斐　英　伸 甲勝建設㈱

〃 〃 田　村　和　也 ㈲相生建設 〃 〃 相　生　秀　樹 ㈱相生組

〃 日　南 ○ 小　野　耕　嗣 小野建設㈱ 〃 〃 黒　木　繁　人 旭建設㈱

〃 〃 谷　口　信　幸 ㈱谷口重機建設 〃 〃 西　村　賢　一 あさひ産業㈱

〃 〃 柳　橋　恒　久 富岡建設㈱ 〃 〃 内　山　雅　仁 ㈱内山建設

〃 〃 河　野　直　継 ㈱河野組 〃 延　岡 ◉ 山　﨑　　　司 ㈱山崎産業

〃 串　間 ○ 河　野　義　也 松浦建設㈱ 〃 〃 木　村　健　一 木村産業㈱

〃 〃 吉　田　一　徳 吉田建設㈲ 〃 〃 黒　木　彰　敏 ㈱黒木工務店

〃 〃 畑　山　典　秀 ㈱畑山建設 〃 〃 湯　川　鶴　三 湯川建設㈱

〃 都　城 ◎ 堀之内　芳　久 大淀開発㈱ 〃 高千穂 ○ 興　梠　俊　茂 ㈱興梠建設

〃 〃 田　代　　　平 ㈱田代組 〃 〃 木　田　壮一郎 木田建設㈱

〃 〃 長　友　俊　美 丸昭建設㈱ 〃 〃 工　藤　勝　利 ㈱工藤興業

〃 〃 藤　田　　　忍 ㈱藤誠建設 〃 事務局 ● 坂　元　政　嗣 協会事務局

〃 〃 清　水　三　郎 ㈱清水組 〃 〃 ○ 樫　村　晃　弘 　　 〃

〃 〃 河　野　一　治 丸宮建設㈱

〃 小　林 ○ 河　野　与　一 ㈲河野産業

〃 〃 原　　　裕　一 原工業㈱

〃 〃 橋　元　清　一 ㈱丸山工務店 理　事　計　　　　　　　49 名　　　

〃 〃 松　岡　重　孝 坂口建設㈱ 監　事 宮　崎 春　山　義　正 春山建設工業㈱

〃 東　諸 ○ 藤　元　建　二 ㈱藤元建設 〃 都　城 持　永　忠　志 ㈱持永組

〃 〃 許　斐　泰　將 許斐建設㈱ 〃 会員外 神　中　弘　臣 税理士

〃 〃 中　馬　洋　一 ㈱中馬建設

〃 〃 海老原　初　吉 ㈲海老原建設 監　事　計　　　　　　　 3 名　　　
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平成28･29年度  一般社団法人宮崎県建設業協会常置委員会名簿
平成 28 年 5 月 20 日

総　務 土木・労務 建　築 農業土木 国土交通

委 員 長 河　野　宏　介 甲　斐　英　伸 堀之内　芳　久 後　藤　啓　嗣 河　野　宏　介

副委員長

河　野　義　也 （土木）河　野　孝　文 河　野　孝　文 河　野　与　一 藤　元　建　二

（労務）小　野　耕　嗣

（労務）興　梠　俊　茂

宮 崎
本　部　喜　好 本　部　喜　好 西　條　隆　雄 西　條　隆　雄 田　村　　　努

井　上　和　俊 児　玉　清　和

日 南 谷　口　信　幸 柳　橋　恒　久 青　山　元　信 河　野　直　継 柳　橋　恒　久

串 間 畑　山　典　秀 畑　山　典　秀 津　曲　俊　朗 吉　田　一　徳 吉　田　一　徳

都 城 田　代　　　平 清　水　三　郎 藤　田　　　忍 長　友　俊　美 河　野　一　治

小 林 原　　　裕　一 橋　元　清　一 松　岡　重　孝 小　園　俊　志 松　岡　重　孝

東 諸 許　斐　泰　將 中　馬　洋　一 後　藤　孝　一 海老原　初　吉 藤　元　建　二

西 都 池　田　　　博 河　野　孝　文 河　野　孝　文 川　﨑　耕　美 池　田　　　博

高 鍋 井　尻　雄　樹 津　房　正　寛 横　田　直　樹 勢　井　政　俊 河　野　宏　介

日 向 相　生　秀　樹 黒　木　繁　人 杉　本　雅　昭 西　村　賢　一 内　山　雅　仁

延 岡 木　村　健　一 湯　川　鶴　三 黒　木　彰　敏 甲　斐　武一郎 森　　　龍　彦

高 千 穂 木　田　壮一郎 工　藤　勝　利 木　田　壮一郎 甲　斐　和　幸 矢　野　文　昭

計 14 名 15 名 12 名 13 名 11 名

　　　　は、地区協会長　　　　　　　　は、地区協会長推薦委員

　総会に引き続いて行われた基調講演は、講師に（一財）国土技術研究センター  国土政策研究所  所長の
大石久和氏（元国土交通省技監）をお招きし、「インフラ整備の正当性～「誇りと論理」で主張する建設業
へ～」と題して講演され、会員は熱心に聞き入っていた。

  （３）基 調 講 演

基 調 講 演 ②基 調 講 演 ①基調講演（大石久和氏）
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　また、７月４日の「足立としゆき」氏個人演説会
については、３年前の資料に基づき、今後動員計画
を具体化することを報告し、承認された。

　有馬コーディネーターが資料３に基づき、事業の
内容について昨年度までとの変更点等について報告
し、詳細については、地区協会と建産連構成団体に
メール配信するとともに、本会のホームページに掲
載することを報告した。

（１）国土交通委員会結果報告について
　坂元専務理事が参考１に基づき、九州地方整備局
との意見交換会における会員企業の意見を国土交通
委員会で取り纏めたことを報告した。

（２）平成 27 年度テレビＣＭ公告におけるＷＧ
　　  の検証結果について
　大谷総務課長が参考２に基づき、ＷＧの結果を報
告し、ＵＭＫとテレビＣＭの実施時期等について７
月上旬を目途に交渉を行い、放映準備を進めること
を報告した。

（３）その他
· 大谷総務課長が、九州地方整備局から本年度の「土
木広報ＷＧ」の委員について推薦依頼があったこ
とを報告し、藤元会長を推薦することが承認され、
土木施工管理技士会を中心に「おやじの日」を対
応することが承認された。

· 大谷総務課長が、本年度の公共工事労務費調査説
明会は、10 月下旬に調査対象企業に対して実施す
ることを提案し、承認された。

　山﨑会長が、７月 11 日（月）に開催することを
提案し、承認された。

２．平成28年度第２回常務理事会を開催
　平成 28 年５月 25 日（水）午後１時 30 分、ホテル
メリージュ２階「翡翠」において、樫村事務局長が
定足数（13 ／ 13 名：会成立）の報告をして開会を宣
した。
　開会にあたり山﨑会長より「本年度の通常総会が
無事に終了したことをお礼申し上げる。本日の午前
中、新正副会長で発注機関に挨拶回りを行った。ま
た、５月 23 日と 24 日は、九州地区会長会と九州県
議会の議長会との合同で、自民党本部に対し、熊本
県の復興及び九州全体のインフラ整備について陳情
を行った。
　本日は、新常務理事は初めての常務理事会になる
が、県との意見交換会を含め、忌憚のない意見をい
ただきたい。」と挨拶を述べ、議事に移った。
　議題については次のとおり。

　樫村事務局長が資料１に基づき、意見交換会にお
ける県の出席者等について報告した。続いて、菊池
土木農林課長が、県からの説明事項ついて要点を報
告した。

　樫村事務局長が資料２に基づき、５月 26 日の選
挙対策会議において、本会及び建産連各構成団体の
目標を設定すること、及び、６月 15 日の「足立と
しゆき」氏激励会の動員計画を報告し、承認された。

議題１ 県との意見交換会について

議題２ 参議院議員選挙対策について

山﨑会長挨拶

議題３ 平成 28 年度宮崎県委託事業「宮崎県建設産業
若年入職者確保・定着支援事業」について

議題４ その他

議題５ ７月常務理事会開催日について
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３．第２回宮崎県県土整備部と（一社）宮崎県建設業協会
　　との意見交換会
　平成 28 年５月 25 日（水）午後４時、ホテルメリー
ジュ２階「琥珀」において、樫村事務局長が開会を
宣した。
　出席者については下記のとおり。

◇宮崎県県土整備部
管　理　課：佐野部参事兼課長、高村課長補佐
　　　　　　壱岐主幹、津田主幹、深谷副主幹
　　　　　　蛯原主任技師
技術企画課：木下課長、石井課長補佐、迫主幹
　　　　　　三橋主幹、浜川主幹、榎本主査

◇公共三部共管
工事検査課：甲斐課長、田㟢工事検査専門員

◇宮崎県建設業協会
常務理事会：山﨑会長、堀之内・甲斐
　　　　　　河野（宏）副会長、後藤・小野
　　　　　　河野（義）・河野（与）・藤元・河野（孝）
　　　　　　興梠常務理事
事　務　局：坂元専務理事、樫村常務理事
　　　　　　兼事務局長、大谷・菊池・一安課長

山﨑会長挨拶

【山﨑会長挨拶】
　総会が無事に終わり、新体制がスタートした。これ
からの２年間よろしくお願い申し上げる。
　表彰式は知事にご出席いただき、また、基調講演と
懇親会は幹部の方に多数ご出席いただきお礼を申し上

げる。県の発展に寄与するため、社会の資本整備や担
い手確保等に自信と誇りを持って取り組む決意を新た
にしたところである。
　昨日と一昨日は、熊本地震からの九州全体の復興の
ため、九州地区会長会と県議会の議長会で合同陳情を
行ったところである。
　県には上半期の８割執行をお願いすると同時に、秋
口の補正予算確保に向け取り組みをお願いしたい。

【佐野管理課長】
　基調講演はデータに基づく力強い話をお聞きでき
た。県としてもストック効果実現に向け取り組みたい。
　熊本地震対策としては、本県も５月 13 日に臨時県
議会で補正予算を４億３千万円計上しており、被災
地及び県内経済への支援を実施する。その中で、県
土整備部は、県北地域の法面や道路の緊急点検として
２億４千万円を予算化した。また、先週は、知事と部
長がインフラ整備を加速するため国交省に要望活動
を行ったところである。
　上半期に８割発注が課せられているため、その後の
補正予算を視野に、協会と連携して取り組みたい。ま
た、南海トラフ地震への備えや、梅雨の出水期に備え
た対策への協力もお願いしたい。

　新任の３地区建設業協会長（河野義也串間市建設業
協会長、河野与一小林地区建設業協会長、興梠俊茂高
千穂地区建設業協会長）の紹介と挨拶があった。

佐野管理課長挨拶
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◆県からの情報提供について
　木下技術企画課長から４項目について説明が
あった。

（１）女性技術者等現場環境整備モデル工事の試行
　　  について
・ 女性技能者は、型枠・鉄筋・とび・左官の４業種（下

請を含む）を指す。

・イメージアップ経費として設計変更により対応す
るが、リース代の上限に注意が必要。

（２）週休２日モデル工事の試行について
・各土木事務所で１件試行したい。

・監督員と協議して土・日曜日に作業した場合は、
代休措置が必要である。

（３）電子納品について（資料なし）
・原則特 A クラスで検討したい。

（４）余裕期間を設定する建設工事の試行について
・本年度は、指名競争入札を追加して各土木事務所

で１件試行したい。

（５）４月の意見交換会で出された意見についての回答
・65 才以上の主任技術者の年齢制限は、調査した結

果 40 から 50 才代が多かったが、各企業の雇用状
況があるため一律制限は困難である。

・地産地消の罰則強化については、熊本県と大分県
を調査した結果、本県は試行であるため５点の減
点としたい。

◆意見交換会
（１）女性技術者等現場環境整備モデル工事の試行
　　  について
本会→港湾事業を除く理由は何か。

　県→港湾事業は制度が異なり国の了解が必要なた
め、モデル工事にできない。現在、国と協議
中である。

本会→加点またはペナルティはないと理解するが如
何か。

　県→その通りである。費用をみるため、５千万円
以上の工事で事例を作り業界のアピールに繋
げたい。

本会→期間が短くなるが構わないのか。

　県→型枠・左官・とび・鉄筋である。短期間でも
構わないので建設業界のピーアール活動とし
たい。

（２）週休２日モデル工事の試行について
本会→入職者を確保するためにも前向きで試行をお

願いしたい。

本会→作業員は日給月給が多い。モデル工事は追加
の経費をみるのか。　　　　　　　　　　　
また、リース費用はどうなるのか。

　県→歩掛を週休２日で作っているので、追加の経
費は困難である。また、リースを使う現場は
避けて試行する等で対応したい。

（３）電子納品について
本会→電子納品で写真を指定され検査を受けたが、

検査は紙で行われた。

　県→注意して徹底したい。

本会→技士会の電子納品経験者と県の担当者との意
見交換をお願いしたい。

　県→そのようにお願いしたい。

本会→国は電子納品に５年以上費やした。腰を据え
て取り組んでいただきたい。

（４）余裕期間を設定する建設工事の試行について
　　　意見なし。

（５）その他
本会→最低制限価格調査はどのように行うのか。

県土整備部との第２回意見交換会
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　県→議会で検証することを伝えたため、沖縄県と
島根県を調査した。　　　　　　　　　　　
これらを基に第３者団体に調査を依頼したい
と考えるが、協会と相談しながら早めに対応
したい。

本会→平準化発注や設計変更等、品確法の定着実現
をお願いしたい。地域発注者協議会はどのよ
うな状況か。

　県→各土木事務所で各発注機関が情報交換を行う
が、本年度は５月または６月に第１回目を開
催し、年間３回開催したい。

本会→技術者の年齢は人材の入れ替えもあるため、
何らかの線引きが必要と考える。国にも意見
交換を通して話をしたい。

本会→地産地消の下請について、地元に下請業者（足
場関連の業者）が少ないため、下請需給への
影響が懸念される。

　県→今回の試行は１件であり影響は少ないと考え
るが、各土木事務所と協議していただきたい。

本会→施工体制チームから、２日間だけのクレーン
運転手に安全教育参加を指導されたが緩和で
きないのか。

　県→労働基準関係に確認したい。

本会→熊本地震も関係するが、今後増加が見込まれ
る維持補修について、橋梁補修に多くの業者
が参加できる施策をお願いしたい。

　県→入札参加資格が分かれているため、内部で検
討したい。

本会→アンカー工事 200 ｍ等の条件緩和をお願いし
たい。

　県→熊本地震は建設資材の需給に影響があるか。

本会→今はないが、復旧工事が本格化すると資材や
労務者の逼迫が十分考えられる。　　　　　
熊本地震は、国や県から支援要請があれば本
会としても対応したい。

　県→支援対策本部が機能しているが、九州知事会
からは職員の派遣要請の段階である。現地も
具体的な整備ができていないため、今後要請
があればお願いしたい。

　県→当初予算の話になるが、29 年度から交付金事
業もゼロ県債を設定できるようになると３月

と９月に山ができるが、協会はどのように考
えるか。

本会→昨年の４月から８月まで仕事がなかった状況
を考えると有り難い。

本会→労務者不足対策としての平準化という点から
みれば、効果はあると思われる。

本会→３月のゼロ県債でも業者の半数が取れていな
い。第１四半期の案件がないため、１ヶ月で
も早く工事を発注していただきたい。

　県→上期の８割発注を目指して頑張りたい。また、
補正予算の確保も大事であるためご理解とご
協力をいただきたい。

　午後５時意見交換会を終了した。
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一般社団法人宮崎県建設業協会

　さて、標記講座について、本年度も下記日時に実施いたしますので、受講希望の方は、ご応募いただきます
ようお願い申し上げます。
　また、申込人数によっては開催できない場合もございますので、予めご了承くださいますよう重ねてお願い
いたします。
　なお、年２回実施されている検定試験に合わせ、25 年度より、上期・下期 2 回実施していることを申し添えます。

記
平成 28 年度　上　期 平成 28 年度　下　期

１．開 催 日 時 ７月 ４日（月）～６日（水） 平成 29 年１月 開催計画
２．開 催 場 所 宮崎県建設会館５階

３．受　講　料

① 宮崎県建設業協会会員　　15,000 円（  6,000 円）
② 非　会　員　　　　　　　24,000 円（15,000 円）
※上記受講料消費税・テキスト代込、①②の差額協会負担
※括弧（　）内料金　28.1 受講時テキスト所有の場合：上期のみ適用

４．申 込 期 間 開催日の１週間前まで　※相談可
５．申　込　先 宮崎県建設業協会　FAX  0985 － 23 － 6798
６．詳　　　細 下記概要参照

７．そ　の　他
申込人数によっては、開催できない場合があります。
※本会より中止の通知又は連絡の案内が届かなければ、開催となります。

２級建設業経理士受験準備講座　概要

① 講座内容　　※講義時間　9：30 ～ 17：15　　※電卓等計算機を持参
時 間 割 カリキュラム

第１日目
・3 級の復習と建設業会計の基礎
・工事原価の費目別計算と工事間接費の配賦　　・工事原価の部門別計算

第２日目 ・主要取引の会計処理（完成工事高、流動資産、流動負債、固定資産、引当金等）

第３日目
・主要取引の会計処理（株式会社会計、社債等）
・決算と財務諸表　　・本支店会計　　・模擬試験問題集を使用した演習

② 受講資格　　建設業経理事務士 3 級合格者および 3 級有資格者と同等以上の知識を有する者

③ 受 講 料　   ・宮崎県建設業協会会員　　15,000 円（  6,000 円）
　　　　　　    ・非　会　員　　　　　　　24,000 円（15,000 円）
　　　　　　　　※１　上記受講料消費税・テキスト代込、差額協会負担
　　　　　　　　※２　受講料受講日に持参（協会領収書発行）　お釣りの無いよう準備
　　　　　　　　※３　上記括弧（　）内テキスト所有者料金：上期のみ適用

④ 講　　師　　一般財団法人建設業振興基金  ２級特別研修 講師経験者

⑤ 使用教材　　１）建設業概説書　　　２）建設業会計講習・自習用テキスト
　　　　　　　 ３）建設業経理検定試験問題集・解答と解説
　　　　　　　 ４）建設業経理士検定試験　模擬試験問題集

４．平成28年度２級建設業経理士に係る受験準備講座の開催案内
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５．平成28年度宮崎県委託事業「宮崎県建設産業若年入職者
　　確保・定着支援事業」候補事業所募集のご案内

１．事業目的
　建設業における若年者の入職促進、人材育成を支援するため、失業中の若年求職者（研修生）を期間
雇用し、職場実習（OJT）や集合研修（OFF-JT）を組み合わせて実施することにより、就業定着化のた
めに必要な知識、技能を習得させ、正規雇用に結びつけることを目的にする。

２．事業概要
研修生の人件費及び研修費等を助成し、建設業における若年入職者の確保・定着支援を図る。

(1) 対象者
県内の建設業事業所（候補事業所）に新規に雇用された建設技術者及び技能者等

(2) 実施内容
・新規に雇用した研修生の人件費の助成（５か月以内）
・集合研修等に係る研修費（OFF-JT）の助成
・委託料限度額は、１か月あたり 261 千円を上限
・各実施事業所が実施する経費への助成率は、対象経費の１/ ２以内

３．事業期間
平成 29 年３月 31 日（金）まで

４．雇用創出目標
失業中である 40 歳未満の建設技術者及び技能者等の 15 人以内（原則 15 社以内）の雇用を目標とする。

５．スケジュール
募 集 期 間 平成 28 年６月６日（月）から６月 30 日（木）

候 補 事 業 所 決 定 平成 28 年７月上旬（予定）

求 人 募 集 候補事業所決定後、ハローワーク等で募集

再 委 託 契 約 締 結 研修生の雇用が確定した候補事業所と順次、契約締結

　　※１　所定の募集期間以降において、予算額に満たない場合は、追加募集を行う場合あり。
　　※２　雇用決定後、県の承認を得た上で再委託契約締結。15 人決定した時点で終了。　

　宮崎県建設業協会では、建設業への若年者の入職促進及び人材育成を目的として、宮崎県から
委託を受けて「宮崎県建設産業若年入職者確保・定着支援事業」を下記のとおり実施します。
　詳細については、下記のホームページをご参照ください。

　（一社）宮崎県建設業協会　h t t p : / / w w w . m i y a z a k i - k e n k y o . o r . j p
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雇用改善コーナー
１．平成28年度の大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了
　　予定者の就職・採用活動に係る取扱等について

職発 0113 第 4 号　　　　　　　
平成 28 年 1 月 13 日　　　　　　　

主要経済団体の長　殿

厚生労働省職業安定局長　　　　　

　大学、短期大学及び高等専門学校（以下「大学等」 という。）卒業・修了予定者（以下「卒業予定者」という。）の求人求職秩序の
維持については、種々御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。
　さて、平成 28 年度の大学等卒業予定者の採用・就職活動に当たりましては、既にご承知のとおり、一般社団法人日本経済団体連
合会は平成 27 年 12 月 7 日に「採用選考に関する指針」（以下「指針」という。）を改定し、大学等（就職問題懇談会）においても翌
8 日に「大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職について（申合せ）」 （以下「申合せ」という。）を改定しまし
た。これにより、広報活動は平成 27 年度と同時期の卒業・修了年度に入る直前の 3 月 1 日以降に、採用選考活動は卒業・修了年度
の 6 月 1 日以降に開始されることとなっております。
　これを受けて、厚生労働省としましては、平成 28 年度の大学等卒業予定者の適正な採用・就職活動が行われるよう、求人求職の
秩序の維持、公平・公正な採用の確保、採用内定取消しの防止等に努めていく方針であり、公共職業安定機関においては、下記のと
おり取り扱うことといたしました。
　つきましては、貴団体におかれましても、この趣旨について御理解の上、大学等卒業予定者の採用・就職活動が円滑に行われるよう、
下記２の事項について御配意をお願いいたします。また、貴団体傘下の会員企業等に対しましても、この内容について御周知下さい
ますよう併せてお願いいたします。

記
１　公共職業安定機関における取扱い

　従前より公共職業安定機関においては企業の採用選考活動開始時期より求人票の公開を行ってきたところであり、指針及び申
合せの内容を踏まえ、平成 28 年度の公共職業安定機関における取扱いは、次のとおりとする。

（1）　求人票等の展示・公開の取扱いについて
　平成 28 年度の大学等卒業予定者（以下「大学等新卒者」 という。）に係る求人票、求人要項等は、平成 28 年 6 月 1 日
以降に展示・公開する。
　なお、平成28年6月1日より前に求人を受理する場合においても、当該求人者に求人票展示・公開日等について説明をし、
了解を求めておく。

（2）　公共職業安定機関が作成する求人情報、ガイドブック等について
　大学等新卒者を対象とした求人要項記載のある求人     情報、ガイドブック等の発行は、平成 28 年 6 月 1 日以降とする。

（3）　公共職業安定機関が主催する学生対象の就職面接会について
　公共職業安定機関が主催する大学等新卒者を対象とした就職面接会は、地域の中小企業等と学生等とのマッチングに
大きな効果があるため、求人票等の展示・公開開始以降、大学等の学事日程等に最大限配慮しつつ、積極的に開催する。

（4）　専修学校等の取扱いについて
　指針及び申合せは、平成 28 年度専修学校卒業予定者及び公共職業能力開発施設等長期間訓練課程修了予定者を対象と
するものではないが、公共職業安定機関においては、これらも大学等卒業予定者と同様の取扱いとする。

２　公平・公正な採用の確保等
　公共職業安定機関としては、事業主に対し、公平・公正な採用が確保されるよう、次の点について理解の促進を図る。

① 高校卒業予定者等の安定的な採用の確保を図ること
② 男女雇用機会均等法の趣旨に沿った採用活動を行うこと
③ 学生の自由な就職活動を妨げないようにすること
④ 募集の中止及び募集人員の削減、採用内定取消し並びに入職時期繰下げが生じないよう、的確な採用計画に基づいて採用

内定を行うこと
⑤ 新規学卒者以外にも多くの若年者が応募できるよう、応募機会の確保に努めること
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２．平成29年3月新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦
　　及び選考開始期日等並びに文書募集開始時期等について

27 文科初第 1763 号　　
職発 0330 第 6 号　　

平成 28 年 3 月 30 日　　

主要経済関係団体代表者　殿

文部科学省初等中等教育局長　
小　松　　親　次　郎

厚生労働省職業安定局長　
生　田　　正　之

　新規学校卒業者の就職については、種々御協力を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、新規中学校及び高等学校卒業者に対する早期選考の防止については、貴団体を始め各経営者団体等の御協力により、平成 27
年度においても適切な取扱いが図られました。
　文部科学省及び厚生労働省においては、今後も、学校教育を充実し、就職希望者の適正な職業選択を確保するとともに、求人秩序
の確立を図るため、平成 28 年度においても選考開始期日等の完全遵守をお願いする次第であります。
　ついては、貴団体におかれても、下記の事項に御留意の上、選考開始期日等及び文書募集開始時期等の遵守について、会員事業所
への周知徹底を図られるよう格別の御配慮をお願いします。
　また、新規学校卒業者の採用に当たっては、本人の適正と能力のみを基準としてこれを行い、定時制課程及び通信制課程の卒業者
と全日制課程の卒業者との間の差別的な取扱いや同和問題に係る差別的取扱いが行われないよう、また、男女雇用機会均等法の趣旨
に沿った採用活動を行うとともに、障害者に対しては格別の考慮がなされるよう御配慮願います。
　さらに、新規学校卒業者に対しての事業主の一方的な都合による採用内定取消し及び入職時期の繰下げは、決してあってはならな
い重大な問題です。このため「青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、職業紹介事業者等その他の関係者が適切
に対処するための指針」に沿った適正な募集・採用等が行われますよう、併せて御配慮をお願いします。
　なお、新規大学等卒業者に係る採用選考が新規中学校卒業者（中等教育学校の前期課程修了者を含む。以下同じ。）及び新規高等
学校卒業者（新規中等教育学校卒業者を含む。以下同じ。）に係る採用選考よりも早期に行われているところですが、それにより、
新規中学校卒業者及び新規高等学校卒業者の就職機会に影響が及ばないよう配慮をお願いするところであります。
　新規学卒者をめぐる就職環境は順調に回復していると考えられるものの、就職が決まらない学生・生徒も一定数おられます。仮に
就職未決定のまま卒業を迎える者が多数に上るとすれば、本人にとって若年期に就業を通じた知識・技能の蓄積が図れず、将来のキャ
リア形成の支障となるとともに、我が国の産業や社会を支える人材の育成が図られないなど深刻な問題を引き起こしかねません。将
来にわたる日本経済の競争力・生産性の向上を図るため、こうした取組に御理解をいただき、平成 29 年 3 月卒業予定者のための採
用枠の拡大に向けた努力をお願いします。

記

第１　新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日等

１　推薦及び選考開始期日並びに採用内定
（1）　新規中学校卒業者の推薦及び選考開始期日については、平成 29 年 1 月 1 日以降とし、積雪地の関係からやむを得ない事

情があるときは、次の地域に限り、平成 28 年 12 月 1 日から行っても差し支えないこと。
北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県、富山県、石川県、福井県、長野県（飯山公共職業
安定所管内の地域に限る。）、島根県（松江公共職業安定所隠岐の島出張所管内の地域に限る。）

雇用改善
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（2）　新規高等学校卒業者の推薦開始期日については、推薦文書の到達が平成 28 年 9 月 5 日（沖縄県については平成 28 年 8
月 30 日）以降となるようにすること。

（3）　新規高等学校卒業者の選考開始期日については、平成 28 年 9 月 16 日以降とすること。
（4）　採用内定の開始については、従前と同様、選考開始と同日以降に行うことができるものであること。

２　求人申込みの手続き等
（1）　職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）第 27 条又は第 33 条の２の規定に基づいて、新規高等学校卒業者に係る求人申込

みを受理する高等学校（中等教育学校を含む。以下同じ。）に求人申込みを行う場合においても、当面、適正な求人条件の
確保、早期推薦・選考の防止及び円滑な労働力需給調整の実施等の見地から、求人申込みを行おうとする事業所は、当該
事業所を管轄する公共職業安定所（以下「安定所」という。）に求人申込書を提出して、選考期日、求人内容等について適
正であることの安定所の受理・確認（求人票への受理・確認印の押印）を受けた後、当該求人票により高等学校に求人申
込みを行わなければならないこととすること。
　したがって、この手続きによらない求人申込みのあった場合には、高等学校は、生徒の推薦を行わず、確認印の押印の
ある求人票の提出を求め、その提出後、推薦を行うものとすること。

（2）　求人申込みの受理の期日等については、安定所の確認事務の的確な実施等適正な求人の確保を図るため、次のとおりと
すること。

ア　新規中学校卒業者に係る求人申込みの受理の期日等
（ｱ）　安定所における求人申込みの受理は、平成 28 年 6 月 20 日から開始するものとすること。
（ｲ）　安定所の他安定所への求人連絡は、平成 28 年 7 月 1 日以降開始するものとする。
イ　新規高等学校卒業者に係る求人申込みの受理の期日等
（ｱ）　安定所における求人申込みの受理及び確認のための求人票の受付は、平成 28 年 6 月 20 日から開始するものとす
　  ること。

（ｲ）　安定所が確認した求人票の求人者に対する返戻は、平成 28 年 7 月 1 日から開始するものとすること。
（ｳ）　学校における求人申込みの受理は、平成 28 年 7 月 1 日以降開始するものとすること。
　  　また、安定所で受理した求人の学校への提示についても、平成 28 年 7 月 1 日以降に行うものとすること。

（3）　求人活動のための学校訪問については、原則として安定所において確認を受けた求人票により学校に求人申込みを行っ
た日以降に行うこととするが、学校の事前の了解の下に、安定所に求人申込みを行った日以降についても行うことができ
るものとすること。

３　就業開始期日
（1）　新規中学校卒業者の就業開始（実習、研修等を含む。）時期は、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 56 条の規定によ

り平成 29 年 4 月 1 日以降とすること。
（2）　新規高等学校卒業者の就業開始時期については、卒業後とするよう事業所を指導すること。

４　選考の通知
　選考後は、採用内定取消しが生じないよう十分配慮しつつ、できる限り速やかに採否を決定し、選考を受けた生徒にその
旨を通知すること。

第２　新規中学校・高等学校卒業者の文書募集の取扱い

１　新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
　新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の開始時期は平成 28 年 7 月 1 日以降とすること。
　なお、文書募集を行う場合は次の条件によることとすること。

（1）　安定所において確認を受けた求人であって、当該求人の求人票記載内容と異なるものでないこと。
（2）　広告等掲載に当たっては、事業所を管轄する安定所名及び求人の求人番号を掲載すること。
（3）　応募の受付は学校又は安定所を通じて行うこと。
　　  また、求人者が文書募集による応募者を受け付ける場合であっても、推薦開始期日、採用選考期日については、上記第 1

の 1（2）から（4）の取扱いと同様であること。

２　新規中学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
　新規中学校卒業者を対象とする文書募集は行わないこと。
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３．公正な募集・採用のため
　　自社の採用基準や選考方法を確認しましょう

・募集・採用時に、本籍や家族のことを聞いていませんか？
・障害を理由に、障害者を排除したり、不利な条件を付したりしていませんか？

◆公正な募集・採用のために、下の表の14事項に配慮しましょう。

◆平成28年4月1日から募集・採用時における障害者差別の禁止と、
　合理的配慮の提供が義務となります。

公正な募集・採用を行うために、従業員を採用するときは、職務遂行上必要な
適性や能力だけを採用基準にしましょう。
適性や能力と関係のない下の表のような事項を求職者にたずねたり、採用選考に
取り入れたりすることは、就職差別につながる恐れがあります。
就職差別につながらないよう、自社の採用基準や選考方法を確認しましょう。

就職差別につながる恐れがある14事項

本人に責任のない事項
① 本籍・出生地
② 家族
③ 住宅状況
④ 生活環境・家庭環境

⑤ 宗教
⑥ 支持政党
⑦ 人生観・生活信条など
⑧ 尊敬する人物
⑨ 思想
⑩ 労働組合・学生運動などの社会運動
⑪ 購読新聞・雑誌・愛読書など

⑫ 身元調査など
⑬ 全国高等学校統一応募用紙・JIS 規格の履歴書
　 （様式例）に基づかない事項を含んだ応募書類の使用
⑭ 合理的・客観的に必要性のない健康診断

本来自由であるべき事項
（思想信条に関わること）

採用選考の方法

▼募集・採用など雇用に関するあらゆる局面で、障害者であることを理由とする差別を禁止します。
　　  ＜禁止されている募集・採用事例＞

▼障害者一人一人の状態や職場の状況などに応じて合理的配慮の提供が求められます。

※採用選考時に家族のことを尋ねるケースが大変多く見受けられるので注意しましょう。
※エントリーシートを使用する場合も、就職差別につながる恐れのある項目を設けないようにしましょう。

※積極的差別是正措置として、障害者を有利に取り扱うことは、障害者であることを理由とする差別に該当しません。
　また、事業主と障害者の相互理解の観点から、事業主は、応募しようとする障害者から求人内容について問合せなど
　があった場合には、その求人内容について説明することが重要です。

① 単に「障害者だから」という理由で、求人への応募を認めないこと
② 業務遂行上必要でない条件を付けて、障害者を排除すること
③ 採用の基準を満たす人の中から障害者でない人を優先して採用すること　など

募集・採用時における合理的配慮とは、障害のない方との均等な機会の確保の観点から、支障となって
いる事情を改善する措置です。具体的にどのような措置をとるかについては、障害者と話し合った上で
決めていただく必要があります。
※ 障害者差別禁止・合理的配慮に関する各種資料は、以下のURL（厚生労働省HP）をご参照ください。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seikakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/shougaishakoyou
/shougaisha_h25/index.html

改正障害者雇用促進法 検  索
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事業協同組合

　第 50 回通常総会は、５月 20 日（金）に宮崎観光ホテル東館３階「碧燿の間」において開催された。
　総会は、堀之内理事長の挨拶で始まり、その後次の５議案について審議が諮られた。

第１号議案　平成 27 年度事業報告及び決算関係書類承認の件
第２号議案　平成 28 年度事業計画（案）並びに収支予算（案）決定の件
第３号議案　平成 28 年度借入金残高の最高限度決定の件
第４号議案　１組合員に対する貸付金残高の最高限度決定の件
第５号議案　任期満了に伴う役員改選の件

　上記５議案については、すべて原案どおり可決・承認された。
　なお、任期満了に伴う役員改選の件において選任された役員は、次のとおりです。
　以上が通常総会の概要です。
　本年度も組合事業のご利用・推進につきましては、会員の皆様方のご理解と変わらぬご協力・ご支援
を賜りますようお願い申し上げます。

第50回通常総会を開催

堀之内議長堀之内代表理事挨拶

後藤新代表理事挨拶第50回通常総会
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組合

平成 28・29 年度　宮崎県建設事業協同組合役員
◎代表理事　●副理事長　○審議委員　＊兼任役員 25 名　組合専任役員 6 名

役員種別 地　区 氏　　名 商号又は名称
代表理事 宮　崎 ◎ 後　藤　啓　嗣 ㈱ 伸 東 建 設

副理事長 日　南 ● 小　野　耕　嗣 小 野 建 設 ㈱

理　　事 宮　崎 ＊ 田　村　　　努 ㈱ 田 村 産 業

〃 〃 ＊ 本　部　喜　好 ㈱ 川 正 建 設

〃 〃 ＊ 西　條　隆　雄 ㈱ 西 條 組

〃 〃 ＊ 井　上　和　俊 森 都 工 業 ㈱

〃 日　南 ＊ 谷　口　信　幸 ㈱ 谷 口 重 機 建 設

〃 〃 ＊ 柳　橋　恒　久 富 岡 建 設 ㈱

〃 串　間 ○ 河　野　義　也 松 浦 建 設 ㈱

〃 〃 ＊ 吉　田　一　徳 吉 田 建 設 ㈲

〃 都　城 ○ 堀之内　芳　久 大 淀 開 発 ㈱

〃 〃 中　原　康　憲 ㈱ 大 和 組

〃 〃 木　場　智　彦 ㈱ 木 場 組

〃 〃 堀之内　秀　樹 都 北 産 業 ㈱

〃 小　林 ○ 河　野　与　一 ㈲ 河 野 産 業

〃 〃 ＊ 橋　元　清　一 ㈱ 丸 山 工 務 店

〃 東　諸 ○ 藤　元　建　二 ㈱ 藤 元 建 設

〃 〃 ＊ 許　斐　泰　將 許 斐 建 設 ㈱

〃 西　都 ○ 河　野　孝　文 河 野 建 設 ㈱

〃 〃 ＊ 池　田　　　博 ㈱　 伊　 達　 組

〃 高　鍋 ○ 河　野　宏　介 ㈱ 　 河   　 　 北

〃 〃 ＊ 津　房　正　寛 ㈱ 津 房 産 業

〃 日　向 ○ 甲　斐　英　伸 甲 勝 建 設 ㈱

〃 〃 ＊ 相　生　秀　樹 ㈱　 相　 生　 組

〃 延　岡 ○ 山　﨑　　　司 ㈱ 山 崎 産 業

〃 〃 甲　斐　武一郎 三 幸 建 設 ㈱

〃 〃 盛　武　一　則 ㈱　 盛　 武　 組

〃 高千穂 ○ 興　梠　俊　茂 ㈱ 興 梠 建 設

〃 〃 ＊ 木　田　壮一郎 木 田 建 設 ㈱

理　　事　　計 29 名
監　　事 日　向 長谷川　明　正 ㈱ 長 谷 川 組

〃 高千穂 ＊ 工　藤　勝　利 ㈱ 工 藤 興 業

監　　事　　計 2 名
理事・監事合計 31 名
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１．平成28年度「通常総会」を開催

技士会

　平成 28 年度通常総会が、平成 28 年５月９日（月）、宮崎観光ホテル東館２階「日向」において開催され、
表彰伝達や平成 28 年度の事業計画審議などが行われました。

１）　挨　　拶
　竹尾通洋会長は、「若年者の建設業離れや技術者の高齢化の中、魅力ある建設産業のＰＲに努めな
ければならない。賃金アップや週休２日などをテーマに取り取り組む中で、技士会としても、おやじ
の日の開催や県技士会表彰など取り組んでいる。これからも工事書類の簡素化など様々な事業に取り
組むとともに会員の地位向上に努めたい」と挨拶された。
　表彰伝達を挟んで、国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所　鈴木彰一所長と宮崎県県土整
備部 大谷睦彦次長から来賓祝辞をいただきました。

２）　表彰伝達
　（一社） 全国土木施工管理技士会連合会の表彰伝達を行いました。

（１）表彰規程第３条関係（２）－ イ　【 正会員の理事及び監事 】
「永年にわたり役員、委員会の委員又は職員として尽力し、その功績が顕著な者」

支 部 名 氏　名 役 職 名 在 任 年 ・ 月 年　数
高千穂 竹　尾　通　洋 会　長 平成 20 年 6 月～ 27 年 12 月 7 年 6 月

（２）表彰規程第３条関係（２）－ ニ　【 正会員の職員のうち事務局長を除く 】
「永年にわたり役員、委員会の委員又は職員として尽力し、その功績が顕著な者」

支 部 名 氏　名 役 職 名 在 任 年 ・ 月 年　数
日　向 歌　津　晴　美 書　記 平成 17 年 4 月～ 27 年 12 月 10 年   9 月

〃 前　村　仁　美 〃 平成 17 年 3 月～ 27 年 12 月 10 年 10 月

（３）表彰規程第４条第２項　【 優良工事従事技術者 】
「優良工事として表彰された工事に従事し、特に優秀な成績をあげ、他の模範となる者」

支部名 氏　名 会社名 工　事　名 発注機関名

日　南 外　山　　　学 ㈱清水工務店 平成 24 年度社交広域第 41-3 号
益安川排水管移設工事 宮崎県

東　諸 西　窪　修　崇 ㈱ 中 馬 建 設 平成 25 年度地すべり防止事業
丸目二 宮崎県

西　都 黒　木　和　哉 ㈲ 佐 伯 建 設 平成 27 年度防安広域第 7-1-1 号
三財川河川改修工事 宮崎県

（４）　表彰規程第５条　【 特別の功労者 】
「土木施工管理の分野において、特別の功労があった者」

氏　名 役 職 名 特別功労の期間 特別功労の分野

盛　武　一　則 ㈱ 盛 武 組
代表取締役

平成 18 年 6 月～
　平成 27 年 12 月

土木施工管理技士
受験準備講習会講師
監理技術者講習講師
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技士会

３）　宮崎県土木施工管理技士会表彰
（１）表彰規程第２条　【 優秀技術賞 】
「優良工事として表彰を受けた工事に土木技術者として従事し、他の模範となる者」

支部名 氏　名 会 社 名 工　事　名 発注機関名
東　諸 田　中　直　樹 ㈱ 長 友 組 茶臼岳 2167　林道新設工事 九州森林管理局

〃 冨　田　親　伯 ㈱藤元建設 平成 26 年度　本庄地区河川維持管理工事 宮崎河川国道事務所

日　向 坂　本　教　昭 ㈱ 松 澤 組 宮崎 218 号　小原地区改良工事 延岡河川国道事務所

〃 金　丸　正　明 ㈱内山建設 国道 327 号　日向 BP 工区道路改良工事 宮　崎　県

延　岡 奈　須　亮　次 上田工業㈱ 大貫地区掘削外工事 延岡河川国道事務所

〃 重黒木　秀　明 〃 平成 24 年度土々呂日向線
船越地区道路改良工事 宮　崎　県

〃 椎　葉　伸　二 湯川建設㈱ 平成 24 年度堰堤改良第 1-2 号
祝子ダム減勢工拡幅工事 宮　崎　県

４）　来賓紹介
ご臨席いただいた４名の来賓を紹介しました。
　国土交通省九州地方整備局　宮崎河川国道事務所　　所長　鈴木彰一　様
　宮崎県　環境森林部　　　　工事検査監　甲斐　良一　様
　宮崎県　農政水産部　　　　工事検査監　郡司　行敏　様
　宮崎県　県土整備部　　　　技術次長　　大谷　睦彦　様

５）　議事録署名人の選任
　宮崎支部の㈱川正建設  本部喜好代議員と東諸支部の㈲海老原建設  海老原初吉代議員にお願いしました。

６）　議　事
　議事は、竹尾会長が議長（会則の第 21 条により）となって進められました。

　（１）第１号議案　平成 27 年度事業報告書、収支決算書について
　（２）第２号議案　平成 28 年度事業計画（案）、収支予算書（案） に
　　　　　　　　　  ついて
　（３）第３号議案　役員の任期満了に伴う新役員の選任について （案）
　（４）そ の 他　 

　第１号議案、第２号議案、第３号議案とも原案どおり承認されま
した。
　以上で総会を閉会しました。

藤元新会長挨拶

表　彰　式

鈴木宮崎河川国道事務所長挨拶竹尾会長挨拶
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　平成 28 年度の講習は、右記の
とおり、後 2 回計画しております。
有効期間を勘案して、都合のいい
日を選んで受講してください。

　河川、道路、橋梁などの土木工事において、主任技術者として施工計画を作成し、現場における工程管理、
安全管理など工事施工に必要な技術上の管理などを行うには、資格が必要になってきます。
　土木施工管理技士の国家資格を目指す技術者皆様方のために、2 級土木施工管理技術検定試験の受験準
備講習会を、今年度も、県建設業協会のご後援により「技士会」主催で開催することになりました。
　講習会の日程等を下記のとおり、計画致しましたので多数ご参加されますようご案内致します。受講申
し込み締め切りは６月３０日（木）です。

2 級　学科・実地講習　（６日間を２回に分けて開催）

日　　程
１回目 平成 28 年７月 13 日（水）～平成 28 年 7 月 15 日（金）　3 日間

２回目 平成 28 年７月 27 日（水）～平成 28 年 7 月 29 日（金）　3 日間

場　　所 宮崎県建設会館　（宮崎市橘通東 2 丁目 9 番 19 号）

問合わせ 宮崎県土木施工管理技士会　　（０９８５－３１－４６９６）

　宮崎県生コンクリート工業組合主催・（一社）宮崎県建設業協会・宮崎県土木施工管理技士会共催
で下記のとおり研修会を計画しております。CPDS 認定講習で６ユニットを取得できます。

　　研  修  名　　　平成 28 年度コンクリート関連技術者研修会
　　日　　時　　　平成 28 年７月 15 日（金）　　10：00 ～ 17：00
　　場　　所　　　ＪＡ・ＡＺＭ　本館大ホール
　　参  加  費　　　共催関係会員　３，０００円　　非会員　４，０００円
問合せ・申し込み　宮崎県生コンクリート工業組合　TEL ０９８５－２４－７０２５
　　申込締切　　　平成 28 年６月 24 日（金）

※　問合わせ　宮崎県土木施工管理技士会　（ＴＥＬ　０９８５－３１－４６９６）

２．「監理技術者講習」の日程についてお知らせ

３．平成 28 年度 2 級土木施工管理技術検定試験
　　受験準備講習会の開催ご案内

４．「コンクリート関連技術研修会」の開催について（ご案内）

日　　　程 場　　所
平成 28 年   8 月 10 日（水）

宮 崎 県 建 設 会 館
平成 28 年 11 月 15 日（火）

技士会
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建退共

建退共制度の利用に当たっては、下記の７点にご留意ください。

　建退共制度は、建設現場で働く方々のために『国が創設した退職金制度』です。
　建退共制度を上手に利用し、建設労働者の福祉向上を図って優秀な人材を確保しましょう！

① 共済証紙の購入について
　公共工事・民間工事を問わず、共済証紙を購入してください。
　購入する額は、元請・下請を含めた対象労働者と就労日数を的確に把握したうえで、それに応じ
た額を購入してください。
　把握が困難な場合には、「共済証紙購入の考え方について」（建退共ホームページ）を活用して
ください。

② 元請事業主から下請事業主への現物（共済証紙）交付について
　元請事業主は、工事に従事する下請の労働者の延人数と就労日数に対応する額の共済証紙を下
請へ現物交付してください。

③ 掛金の負担について
　退職金の元となる掛金（証紙の購入）は、工事契約額に含まれています（公共工事の場合）。
　この掛金は、事業主が全額を負担することになっていますので、給与天引き等で、一部でも被
共済者に負担させることはできません。

④ 共済証紙状況の確認について
　便宜上、共済契約者が共済手帳を保管している場合は、証紙貼付時（少なくとも賃金の支払い
の都度）に、被共済者本人に共済証紙の貼付状況を確認させてください。

⑤ 共済手帳の更新について
　公共工事・民間工事を問わず共済手帳に共済証紙を貼付してください。
　また、共済手帳250日分貼り終えたら、すみやかに更新手続きを行ってください。

⑥ 被共済者が退職した場合について
　被共済者が事業所を退職したときは、必ず共済手帳をお渡ししてください。
　また、退職金の受給資格を有する被共済者に対しましては、退職金請求のご指導をお願いします。

⑦ 建設業退職金共済制度の加入について
　役員報酬を受けている者や事務専用社員、中退共・清退共・林退共に加入している人は、加入す
ることはできません。
　また、被共済者の方が、代表者又は役員報酬を受けることになったときは、引き続き被共済者
でいることはできません。

１．建退共制度の利用に際しての留意事項

２．建退共宮崎県支部取扱状況（４月分）
　　　 共済契約者

（社）
被共済者
（名）

手帳更新
件数（件）

退職金支給状況
掛金収納状況（千円）

件数（件） 金額（円）

３月末計 2,786 48,985
２７年度
ま で の
累 計

427,270 48,272 29,571,210,155
２６年度
ま で の
累 計

114,692,186

加　　入 0 144 ４月分 789 119 108,865,439 ３月分 89,200

脱　　退 3 130 28年度分 789 119 108,865,439 27年度分 725,223

４月末計 2,783 48,999 総 累 計 428,059 48,391 29,680,075,594 総 累 計 115,417,409
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建災防
１．平成28年度全国安全週間（第89回）の実施について

＜スローガン＞

「見えますか？あなたのまわりの見えない危険　　　
　　　　　　　　　　　 みんなで見つける安全管理」

　全国安全週間は、昭和３年に初めて実施されて以来、「人命尊重」という崇高な基本理念の下、「産業
界での自主的な労働災害防止活動を推進し、広く一般の安全意識の高揚と安全活動の定着を図ること」
を目的に、一度も中断することなく続けられ、本年で８９回目を迎えます。
　この間、労働災害を防止するため事業場では、労使が協調して、労働災害防止対策が展開されてきま
した。
　全国的には労働災害は長期的に減少し、平成２７年は統計を取り始めて以来初めて、年間の死亡者数
は１, ０００人を下回りました。これは産業安全に携わった多くの先人がたゆみなく安全活動を展開し
た結果得られた画期的な成果であります。
　また、昨年の宮崎県内における労働災害件数は、休業４日以上の死傷者数は１, ２８５件で前年より
１４件減少し、死亡者数は１４件で１件の減少となっています。
　同じく県内の建設業の労働災害は、死傷者数は１４８件で前年の２０４件より５６件減少し、死亡者
数は前年より２件増加し５件でありました。
　また、本年においては、既に４件（５月１２日現在）の死亡災害が発生し、建設業でも１件発生して
います。
　労働災害を防止するためには、トップから安全衛生の担当者、労働者までの事業場の全員が現場を確
認し、機械設備の安全基準や作業手順などの基本的なルールを守ることに加え、事業者から労働者一人
ひとりまでの安全に対する意識や危険感受性を高めることにより、労働者の安全を確保し、労働災害ゼ
ロを目指していく必要があります。
　このような観点から、平成２８年度の全国安全週間は、
　　

「見えますか？あなたのまわりの見えない危険みんなで見つける安全管理」

をスローガンとして６月１日から６月３０日までを準備期間とし、７月１日から７月７日までを本週間
として実施されます。
　この全国安全週間を契機として、それぞれの職場で、労働災害防止の重要性について認識をさらに深
め、安全活動を着実に実行しましょう。

本 週 間 ／　７月 1 日～７月 7 日　　　準 備 期 間 ／　６月 1 日～６月 30 日
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建災防

２．「足場の組立等の業務に係る特別教育」講習会の開催
　　について

３．「建設業職長等指導力向上教育研修会」の開催について

　平成 27 年７月の労働安全衛生規則の改正により、「足場の組立て、解体、変更の作業を行う作業者に
対して、特別教育を行わなければならない」ことになりましたが、当支部ではこの特別教育を下記によ
り行いますのでお知らせいたします。

［ 対象となる業務 ］
　①足場の高さ、種類に関係なく（脚立足場やロ－リングタワ－なども含む）特別教育が必要
　②足場の組立、解体だけでなく、変更（手すりなどの一時的な取り外しなど）を行う場合も必要

［ 特別教育の省略について ］
　次の方は特別教育の全ての科目を省略することができます。
　①「足場の組立等作業主任者技能講習」を修了した者
　②とびに係る１級又は２級の技能検定に合格した者など

開　催　日 開　催　場　所
平成 28 年  ７月 12 日（火） 延岡建設会館（延岡市愛宕町２－３２）
平成 28 年  ９月 20 日（火） 宮崎県建設技術センタ－（宮崎市清武町今泉丙２５５９－１）
平成 28 年 10 月 25 日（火） 高千穂建設会館（高千穂町三田井８６－２）

　※受講案内・受講申込書は、当支部のホームページからダウンロードできます。

　建設業においては、技能労働者等の不足が顕著になっており、これらの人材不足に対応した労働災害
防止対策として、作業方法や部下の教育・指導など、職長等が建設現場の安全衛生管理に果たす役割は
大きなものとなっています。
　このような状況を踏まえ、厚生労働省では委託事業として「建設業職長等指導力向上事業」を実施す
ることとし、全国各地でセミナーを開催しています。本県では下記により開催されますのでこの機会に
受講されますようご案内いたします。

１　受講対象者　　職長として職務に就いて概ね５年以上経過した方、又はそれに準じた方

２　受　講　料　　無料（厚生労働省の委託事業ですので、受講料、テキスト代等は無料です。）

３　開　催　日　　平成 28 年６月 24 日（金）　　平成 28 年８月２日（火）
　　　　　　　　　（受講時間　５時間 35 分）

４　開 催 場 所　　宮崎県建設会館　５階会議室　（宮崎市橘通東２－９－１９）

※　建災防 宮崎県支部では、受講申込みの受付は行っておりませんので、受講希望の方は、下記
の実施機関まで直接お問い合わせ下さい。

（株）建設産業振興センタ－　　TEL ０３（５４０８）１８８１
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火薬協会

　平成 28 年度の通常代議員会を５月９日（月）午後２時 20 分から宮崎観光ホテル東館２階「日向の間」
において、宮崎県総務部危機管理統括監畑山栄介氏と宮崎県警察本部生活安全部生活環境課長重山勝則
氏を招き開催しました。その状況は、次のとおりです。

（１）  表彰式  
　本年度の表彰式は、甲斐会長のあいさつに続いて実施し、最初に宮崎県知事表彰は、優良事業所
１社、優良従業者１名、保安功労者１名に対し知事代理の畑山統括監から受賞者に表彰状と記念品
が授与されました。
　引き続き、宮崎県火薬保安協会長表彰は、甲斐会長から優良事業所２社、優良従事者１名に対し
表彰状と記念品が授与されました。
　平成 28 年度の宮崎県知事、宮崎県火薬保安協会長の表彰受賞者は、次のとおりです。

ア 宮崎県知事表彰受賞者（敬称略）

表彰の種類 受賞者（社） 会社名（代表者名） 職　域（地区）

優 良 事 業 所 岡 田 工 業 ㈱ 岡　 田　 孝　 仁 建　　　　設（延岡地区）

優 良 従 業 者 岩 田 実 子 西日本土木東郷砕石所 砕石事業協同組合連合会

保 安 功 労 者 小 泉 光 生 ㈲ 小 泉 銃 砲 火 薬 店 銃 砲 火 薬 商 組 合

イ宮崎県火薬保安協会長表彰受賞者（敬称略）

表彰の種類 受賞者（社） 会社名（代表者名） 職　域（地区）

優 良 事 業 所 飯 干 工 業 ㈱ 飯　 干　 愛　 雄 建　　　　設（高千穂地区）

優 良 事 業 所 国 見 興 業 ㈱ 那　 須　 一　 昭 砕石事業協同組合連合会

優 良 従 事 者 甲 斐 三 夫 高 千 穂 土 木 ㈱ 建　　　　設（高千穂地区）

（２）議案審議
　通常代議員会の議案審議は、宮崎県警察本部生活安全部生活環境課長の重山勝則氏の来賓祝辞に
引き続き、代議員が 55 名中 47 名の出席で、規約に定める２分の１以上の定足数を充足しており、
有効に成立する代議員会であることを確認した後、規約第 28 条の定めにより甲斐会長が議長に選
出され、提案された次の３議案について審議が行われました。

　　第１号議案　平成 27 年度事業報告及び収支決算並びに剰余金処分案について
　　第２号議案　平成 28 年度事業計画及び収支予算案について
　　第３号議案　役員の任期満了に伴う選任について

　それぞれの議案の審議は、甲斐会長の求めに応じて各議案の提案説明を協会の事務局長が行った
あと審議され、３議案ともに出席者多数の承認を得て、原案どおり議決されました。

１．平成28年度代議員会の開催
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火薬協会

２．平成28年度火薬類危害予防週間について

　６月 10 日（金）から６月 16 日（木）までが、火薬類危害予防週間となっております。
　火薬類による災害を防止し、公共の安全を確保することを目的として、経済産業省商務流通保安グルー
プ及び各産業保安監督部と各都道府県及び（公社）全国火薬類保安協会、（公社）日本煙火協会、（一社）
日本火薬銃砲商組合連合会、各都道府県火薬保安協会の関係団体と協力して、以下の目標を設定して実
施します。
　各事業所の方も、下記の目標を再度確認されて火薬類による災害防止に努めていただくようお願いし
ます。
　

（１）産業火薬類の製造中及び消費中における危害予防の実施目標

　製造中における定常作業に潜む危険因子を洗い出し、手順書、工程等の再確認等を行う
とともに、当該作業を通じて現場関係者の保安意識の向上を図り、産業火薬類の製造中の
事故の防止を図る。
　関係事業所に対し発破にかかる作業計画や防護、退避措置の再確認を行うよう周知徹底
し、事業所における保安管理体制の見直し、従事者への安全教育の徹底を図り、産業火薬
類の消費中の事故防止を図る

（２）煙火の製造中及び消費中における危害予防の実施目標

　煙火の消費中の事故事例を踏まえつつ、個々の状況に応じた対策を検討する。また、火
災の発生や残滓による負傷者等が多数発生しており、実施計画の再確認、関係者等への情
報共有等を通じ、一人一人の危害予防に対する意識の向上による更なる事故防止を図る。

（３）火薬類の貯蔵、販売､ 譲受、譲渡、廃棄、その他における危害予防の実施目標

　火薬類の廃棄処理にあたっては、危害予防規定。手順等を作成するとともに、関係する
者への周知、情報共有を行い、事故防止を図る。

（４）火薬類の自然災害対策に関する実施目標

　事業者に対し、津波、土砂災害等を想定した防災対策の実施や理解を促す。さらに、    
平成 26 年３月 28 日に指定された南海トラフ地震防止対策推進地域内にある製造所に対し、
危害予防規定の必要な変更等措置を促す。

平成 28 年度火薬類危害予防週間標語

忘れるな　火薬の威力と危険性

ちょっと待て　手を出す前にひと呼吸

初心に返って  完全発破
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１．宮崎県内の公共工事動向（前払保証分）（４月分）

Ⅲ．地区別の状況� （単位：件、百万円）
地　　区 件　数 増 減 率 請 負 金 額 増 減 率
宮　崎 42 13.5% 2,322 24.7%
日　南 11 10.0% 190 7.3%
串　間 6 ▲45.5% 95 69.3%
都　城 26 44.4% 1,955 20.5%
小　林 23 0.0% 924 261.3%
高　岡 8 166.7% 373 1241.1%
西　都 26 100.0% 773 ▲6.8%
高　鍋 9 12.5% 168 28.2%
日　向 54 125.0% 2,168 338.6%
延　岡 15 ▲34.8% 1,460 113.4%

　西臼杵　 13 8.3% 268 ▲46.8%
計 233 28.0% 10,700 61.0%

西日本建設業保証㈱　宮　崎　支　店　

Ⅰ．全般の状況� （単位：件、百万円）
年　　度 件　数 増 減 率 請 負 金 額 増 減 率

平成２８年度 233 28.0% 10,700 61.0%
平成２７年度 182 ▲34.1% 6,648 ▲58.6%
平成２６年度 276 9.5% 16,050 13.6%

Ⅱ．発注者別の状況� （単位：件、百万円）
発 注 者 区 分 件　数 増 減 率 請 負 金 額 増 減 率

国 13 85.7% 1,523 191.0%
独立行政法人等 4 　　＜ 399 15.6%

県 124 26.5% 3,988 23.7%
市町村 91 21.3% 4,528 97.7%
その他 1 ▲50.0% 260 ▲2.0%

計 233 28.0% 10,700 61.0%

保証会社
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保証会社

２．中間前払金制度のご案内
27年度より、宮崎県をはじめ県内全ての市町村で
中間前払金がご利用いただけるようになりました。

ぜひご利用ください！

① 現場をストップさせる必要なし！
② 全額現金で払出ＯＫ！
③ 保証料率は一律０.０６５％

＜制度採用状況＞　宮崎県、宮崎県内全市町村、国土交通省、農林水産省等
　　　　　　　　　※対象条件は発注者によって異なります。詳細は当社までお問い合わせください。

＜保証申込時に必要な書類＞　① 保証申込書　 ② 使途内訳明細書　 ③ 認定調書（通知書）の写し

＜請求可能要件＞　■ 工期の２分の１を経過していること
　　　　　　　　　■ 工期の２分の１を経過するまでに実施すべき作業が概ね行われていること
　　　　　　　　　■ 当該工事で完了した作業にかかる経費が工事代金の２分の１以上であること

ＰＯＩＮＴ！

中間前払金1000万
円なら、

保証料は 6500 円
⇒金融機関の利息よ

りも

　はるかに安い！

手間なく

便利で

  安い！

工事代金の２割が、当初の前払金に加えて受け取れる制度です。
⇒前払金は最大で工事代金の６割に！

＜中間前払金のメリット＞

お申し込み・お問い合わせは・・・
　西日本建設業保証株式会社 宮崎支店  TEL 0985－24－5656／FAX 0985－20－1167
　ホームページ　http://www.wjcs.net/chukan/index.html

平成28年度宮崎県内の中間前払金保証実績（平成28年４月末現在）
（単位：件、百万円）

発　注　者 件    数 増　減　率 請 負 金 額 増　減　率

宮 　  崎 　  県 6 ▲33.3% 353 79.7%

宮  　 崎  　 市 1 0.0% 55 380.2%

延  　 岡  　 市 1 　　　＜ 105 　　　＜

日  之  影  町 1 　　　＜ 39 　　　＜

椎    葉    村 1 　　　＜ 6 　　　＜

計 10 ▲9.1% 559 139.0%
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保険料が更にお安くなりました！

建設業福祉共済団からのお知らせ




